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研究成果の概要（和文）：(1)普及活動事例研究により、当事者である農業者と多様な協働者による実践共同体
（場）を中心とした普及活動が求められている状況を実証的に明らかにした。(2)都道府県の農業革新支援専門
員へのアンケート調査により、普及指導員人材育成の現状と課題を明らかにした。(3)普及指導員へのアンケー
ト調査結果から、「経験学習実行度」と「成長実感」「普及指導員としてのポジティブな感情」「職務適応」の
評価の相関を確認した。(4)経験学習を促進させることを目的として、OJT日報・週報に面談を組み合わせたOJT
支援ツールの開発および実証を行った。

研究成果の概要（英文）：This study has elucidated a new method for extension work and an image of 
extension officers responding to environmental changes surrounding agriculture and farming villages,
 as well as measures for professional development necessary to develop extension officers who are 
adaptable to new extension work. First, based on results of a case study, we ascertained “how the 
environment is changing in which extension work is being conducted” from a perspective of “change 
in innovation processes. Next, we conducted a questionnaire survey and a hearing survey of 
agricultural innovation support senior technical managers. On-the-job and off-the-job training are 
commonly carried out as human resource development activities for grooming extension officers. 
Management for preparing the system of such activities, however, does not necessarily function 
properly. Furthermore, for the purpose of promoting experiential learning, we developed and 
demonstrated an OJT support tool.

研究分野：農業経済

キーワード： 普及指導員　農業普及　イノベーションプロセス　熟達化　人材育成　経験学習

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、個々人の経験則に基づいた私の人材育成論や新任期・若年層を対象とした断片的な人材育成事例の
蓄積から脱却し、新たな普及活動に適応可能な普及指導員を効率的・効果的に育成していくために、イノベーシ
ョンプロセスの変化に伴い「普及指導活動がどのように変化しているのか」、そこでは「普及指導員はどのよう
に学び成長しているのか」という成長プロセスを解明し、普及指導員の人材育成方策を提起した、初めての体系
的・学術的な普及指導員人材育成研究となる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
これまで、家族経営を単位とする等質的な農業者が、農業・農村における課題の中心的な「当
事者」であったと言える。近年では、混住化による非農業者の地域住民、移住就農者、半農半 X
志向の就農者、集落単位で農家組織が農業経営を行う集落営農、法人形態で農業経営を行う経営
体、農作業サービス事業体等、多様な「当事者」が現れている。時に、その多様性は遠心力とな
り、当事者間の利害対立や意見の不一致を招くことにもなる。 
そのため、そこに求心力を働かせる「協働」が重要になる。「協働」とは「協力して働くこと」
（広辞苑第 7版）であり、その「協働」においては、地域の理想的な将来像を対話によって描き
出し、そこに到達するための新しいアイデアやプロダクトを新しい方法で提供することで変革
を起こそうとする「協働者」を「当事者」ともに参集し、舵取りを行う人が重要となる。 
「協働」の場で誰がその機能を担うのか。それは「当事者」と同じ目線を持ち、つかず離れず
の関係で協働する「半当事者」が望ましい。「半当事者」には、「当事者」“個々人”へのアプロ
ーチを積み重ねながら地域への密着を図ることや、対象地域の文化的背景や人間関係等の情報
収集の面において、地方自治体（県、市町村）の農業行政職員や普及指導員、農業協同組合の営
農指導員、地域おこし協力隊員などが想定される。その中でも、公共の意志に基づいて行動する
外部指導者として「説得力のある言葉や行動を通じて相手を納得させる」ことに優れている普及
指導員が「半当事者」のモデルとなる。 
これまで、わが国の公的な農業普及システムである協同農業普及事業において、普及指導員が
農畜産物の生産・飼養技術支援、効率的・安定的な農業経営のための支援、農村生活改善のため
の支援等を通じて、農業・農村の活性化に貢献してきた。しかし近年では、行財政改革に伴う普
及指導拠点の整理統合が進み、全国の普及指導員数は 1998 年度の 10,634 人から 2017 年度の
7,331人へと大きく減少している。 
一方で、農業・農村を取り巻く環境の変化の下、ICT利用等による新たな産地づくり支援から
再生エネルギー活用の促進までの多岐にわたる農政課題への対応が普及事業には求められてい
る。また、農林水産研究基本計画（2015年 3月農林水産技術会議決定）では、農業普及システ
ム中での普及指導員の試験研究機関と農業者の橋渡し機能を重視し、農林水産研究への普及指
導員の参画を強く求めている。 
そのため、普及事業を担う人的資源が縮小している現状に対し、多岐にわたる農政課題や試験
研究からの要請に対応しながら、さらには「半当事者」としての機能を発揮していくためには、
普及指導員の人材育成が喫緊の課題であることを指摘できる。 
 
２．研究の目的 
普及指導員の人材育成課題に通底する「普及指導員をどのように育てていくべきか」という問
いに対して、まずは、どのように状況が大きく変化していくなかで普及指導活動が行われている
のか、その変化を捉える。そして、新たな普及指導活動スキームを提示する。さらには、新たな
普及指導活動を進める上で求められる普及指導員像を整理する。 
そして、普及指導員の人材育成の主体となる各都道府県を対象に、人材育成施策の動向や課題
という組織的人材育成の観点から課題を把握し、今後取り組みとして求められる対応方策を提
起する。 
 
３．研究の方法 
本研究課題は以下のとおり、３つの実施課題に分かれる。 

(1) 家族経営を中心とした従来の均質的な農業・農村構造が大きく変化し、多様な担い手が出
現している中で、情報伝達や技術移転が中心となる普及活動から、当事者である農業者と多様な
協働者による実践共同体（場）を中心とした普及活動が求められている状況を実証的に明らかに
する。そして、新たな普及活動モデルを提示する。さらには、新たな普及活動を進める上で求め
られる普及指導員像を整理する。 
具体的には、生産者、JA、民間企業、大学、行政、普及指導機関等、多様な関係者による実践
共同体が中心となったイノベーション（ヤマノイモ 2条植え半自動移植機の開発・普及）により
生産現場の課題解決を図っている秋田県の普及指導活動事例を選定し、対象となるイノベーシ
ョンとの距離が異なるヤマノイモ生産者に対するヒアリング調査から、イノベーションの契機
とイノベーションを創出する実践共同体の内容と普及活動のあり方を明らかにする。 
 
(2) 都道府県における普及指導員の業務・育成環境を概観し、人材育成環境を把握する。次に、
Off-JT および OJT による教育訓練の実施状況・評価と、「教育訓練の効果を定着させるための
ツールや仕掛け、仕組み」といったマネジメントの実施状況・評価を整理する。そして、教育訓
練の成果であるスキル・能力養成状況を確認する。 
具体的には、各都道府県の普及事業主務課において「普及指導員の資質向上」に関する業務を
主に担当する農業革新支援専門員を対象としたアンケート調査から、普及指導員の業務・育成環



境についての質問項目により、普及指導員の人材育成を取り巻く環境を整理する。次に、普及指
導員に対する教育訓練とマネジメントの実施状況・評価を変数とした主成分分析と階層的クラ
スター分析（Ward 法）により各都道府県を類型化する。また上記の調査に加えて、北海道・東北
地方 4県、甲信越地方 3県、中部地方 1県、九州地方 2県を対象にヒアリング調査を行う。  
 
(3) 多くの都道府県では、階層別・専門別での Off-JT や特定のトレーナーによる OJT を中心に
普及指導員の人材育成の仕組みを整えているものの、実際には職場での普及指導経験を通じた
知識・スキルを習得する経験学習を重視していることから、10県（青森県、岩手県、宮城県、秋
田県、山形県、福島県、茨城県、千葉県、滋賀県、三重県）の普及指導員および農業革新支援専
門員を対象にしたアンケート調査を実施し、普及指導員の経験学習実行度を把握するとともに、
「成長実感」「普及指導員としてのポジティブな感情」「職務適応」と「経験学習」との関係を検
討する。 
以上に加えて、経験学習を促進するツールとなる OJT 日報・週報を東北 6県の普及指導員に対
して試行し、その有効性を検証する。 
 
 
４．研究成果 
(1) 秋田県大館市のヤマノイ
モ生産者11名を対象にしたヒ
アリング調査により、生産者
から得られたイノベーション
に関する定性情報の内容分析
（右図）と、それらを定量的情
報に変換してから統計分析を
実施するデータ収集・分析手
法（混合研究法）を開発し、イ
ノベーションの契機とそのプ
ロセスを把握した。そこでは、
農業経営上の課題解決のため
の優良なアイデアや「種」を農
家に提示し、農家、研究者、関
連組織が協働して技術を創る
実践協同体をマネジメントす
る普及活動が求められている
ことを確認した。 
 
(2) 各都道府県の農業革新支援専門員を対象としたアンケート調査（2017 年実施、42都道府県
より調査票を回収）により、現地指導以外の活動時間の増加や、一部の都道府県では一人当たり
業務量が増加する等の業務環境の変化がみられる中で、人材育成体制の問題、時間的・予算的な
問題、人事制度上の問題、人材育成手法・評価の問題、特定階層（中堅職員）の問題が顕在化し、
組織内教育の縮小による普及指導員の人材育成・学習が不可避的に阻害されている状況を明ら
かにした。 
そのような中で多くの都道府県では、普及指導員に対して Off-JT と OJT による教育訓練を行
っているが、それら教育訓練の効果を最大化するためのマネジメントが不十分な状況であった。
そこで、教育訓練とそのマネジメントの実施状況・評価を変数とした主成分分析から、Off-JT と
OJT を個別的に扱う二元論的な教育訓練の実施や、「組織としてどのようなツールを活用し、ど
のような仕掛けを実行し、それらをどのような仕組みとして構築するべきか」という視点からの
マネジメントが不十分な状況では、人材育成効果が十分に得られないことが示唆された。実際に、
普及指導員人材育成の成果を評価している都道府県においては、普及事業主務課によって職場
全体が関わる OJT の仕組みの構築、OJT ツールの活用、OJT と Off-JT を包括的に実施する仕掛
け、Off-JT 参加理由や目標の明確化等の受講者のレディネスの形成を促進する等のマネジメン
トが行われていた。 
以上の結果から、今後の普及指導員の人材育成においては、必要となるスキル・能力を獲得で
きるように、教育訓練とマネジメントを併せた総合的な人材育成施策の充実が必要だと考えら
れる。 
 
(3) 普及指導員の成長プロセスと経験学習の実施状況の解明を目的として、10 県（東北地方、
関東地方、近畿地方）の普及指導員および農業革新支援専門員を対象にアンケート調査を実施し
た（2020 年実施、1,037 名の回答を回収）。木村ら（2011）による経験学習尺度を用いて評価し
た得点の合計を尺度項目数で除した平均値を「経験学習実行度」とし、経験学習低群と経験学習
高群の 2群に分けた。そして、「成長実感」「普及指導員としてのポジティブな感情」「職務適応」
との関係性について検討したところ、いずれにおいても経験学習高群の方が「成長実感」「普及
指導員としてのポジティブな感情」「職務適応」に対する自己評価が高く、2群間において 1%水



準での有意差があった。 
そこで、東北 6県の協同農業普及事業主務課の革新支援専門員（普及手法）で構成される東北
ブロック普及活動調査研究会と共同で、6 県の OJT トレーニー（新任普及職員、採用 1 年目～3
年目）および OJT トレーナーのペアを対象に、トレーニーおよびトレーナーの両者が交換し合う
OJT 日報・週報に面談を組み合わせた OJT 支援ツールの開発および実証を行った（2022 年実施、
33 組 66 名）。OJT トレーニー（33 名）の日報・週報の記述内容に対するテキストマイニングお
よび OJT トレーニー・トレーナー5組に対するインタビュー調査により、OJT 日報・週報と面接
を通じて、OJT トレーニーに自問自答を意識させ内省的観察が促され、OJT トレーニーの経験学
習サイクルの循環が進むことが確認された。 
 
(4) 以上に加えて、農業・農村における一体的な人材育成研究の展開を進めることができた。
普及指導員と同様に、多岐にわたる業務が展開される一方で、それを担う人的資源が縮小してい
る JA の営農指導事業を対象に、人材開発の現状と課題を明らかにした。具体的には、自産地か
ら集荷した青果物の付加価値化として単位 JA が取り組む農産加工事業を対象に、その営業活動
を担当する JA 職員の人材育成方策を検討する。具体的には、個人に潜在する心理的過程を明ら
かにする PAC 分析により、営業活動を担当する職員の行動や態度、信念の特徴と、その形成プロ
セスを明らかにした。 
また、支援する側の普及指導員や JA 営農指導員だけではなく、支援の対象となる農業経営者
や農業法人従業員の学習や成長についても検討を行った。農業経営者や農業法人従業員の学習
や成長を捉えるということは、その学習や成長を支えるために普及指導員や JA 営農指導員がど
のような役割を担い、支援に必要な機能を習得するべきか、という問いに答えるものになる。 
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